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１．１５年１２月期の連結業績（平成１５年  １月  １日～平成１５年１２月３１日）
(1)連結経営成績    (単位 百万円 未満切り捨て)

百万円 　％ 百万円 　％ 百万円 　％ 
１５年１２月期 ６.６ ５.７ １１.６
１４年１２月期 ７.３ ６２.０ ４７.５

百万円 　％ 円　 銭 円　　銭 ％ ％ ％
１５年１２月期 １２，２４９ ５１.９ ９７  １６ － ６.９ １０.６　 １４.６
１４年１２月期 ８，０６４ ４２.６ ６０  １２ － ４.４ ９.３　 １３.９

(注)①持分法投資損益 　        15年12月期   　-  百万円　　    14年12月期   　-　百万円

②期中平均株式数(連結)  　 15年12月期  125,088,465株　　   14年12月期  134,137,535株

③会計処理の方法の変更　　　無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　　銭
１５年１２月期
１４年１２月期

(注)期末発行済株式数(連結)　   15年12月期 121,304,056株　　　   　14年12月期 132,421,273株

(3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
１５年１２月期
１４年１２月期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数  ２９ 社　 持分法適用非連結子会社数　０ 社　持分法適用関連会社数  ０ 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規)　１０ 社 (除外) 　０ 社　　　　持分法 (新規)　 ０ 社 (除外)　　０ 社

２．１６年１２月期の連結業績予想（平成１６年  １月  １日～平成１６年１２月３１日）

百万円 　％ 百万円 　％ 百万円 　％ 
  ７７，０００ ６.７ １２，０００ ０.０   ８，０００ ２８.６
１５０，０００ ４.４ ２２，０００ ５.２ １４，６００ １９.２

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）１１９円５７銭
(注)①売上高、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
     ②上記の連結業績予想は現時点において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確定要因に対する仮定を前提としています
  従って、実際の業績は内外の状況変化により異なる結果となる場合がありますのでご承知おき下さい。業績予想の前提条件
  その他の関連する事項については、添付資料の6ページを参照して下さい。

１，３９７ ６７

現金及び現金同等物
期　 末　 残　 高

１，３８９ ８６

１４３，６４５ １９，２９８
１３４，７１０ １８，２５４

売 上 高 営業利益

１６９，５４２ ８７.３

２０，９２０
１８，７４１

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

1株当たり株主資本株主資本比率

経常利益

株主資本
当期純利益率

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

株主資本総資産

２０２，４１２ １８４，０４６

営業活動による
キャッシュ・フロー
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１．企業集団の状況

  当社の企業集団は、当社および連結子会社２９社等で構成され、自転車部品、釣具の

製造販売を主な内容としております。

事業の系統図は次のとおりであります。

物流部門

統括会社

※１は連結子会社であります。

※２は当連結会計年度より新規連結された子会社であります。

関連会社

Woo Yun Co.,Ltd.

Lianyungang Wooyun Shoes
Co.,Ltd.

MSC Pte.Ltd. ※１※２

関連会社

Sin Showa Metal Pte.Ltd.

Peninsula Precision
Stamping (Malaysia)
Sdn.Bhd.

子会社

Shimano (Malaysia)
Sdn.Bhd.※１※２

P.T. Shimano Batam ※１

関連会社

Dunphy Holding Pty.Ltd.

子会社

Shimano Europe Holding
B.V. ※１

得    意    先

子会社 子会社

Shimano (Singapore) Pte.
Ltd.※１

熊本釣具(株)
Shimano Taiwan Co.,Ltd.
※１※２

Shimano Italy Fishing
S.r.l. ※１

Shimano Belgium N.V. ※１

Shimano Eurasia OOO
※１※２

Shimano (Shanghai)Bicycle
Components Co.,Ltd.※１※２

Shimano Components
(Malaysia) Sdn.Bhd.※１

Shimano (Kunshan) Fishing
Tackle Co.,Ltd. ※１※２

G.Loomis Sporting Goods,
Inc. ※１※２

Gary Loomis, Inc. ※１※２

Shimano Australia Pty.Ltd.

子会社

G.Loomis Products, Inc.
※１

Shimano (Mersing) Sdn.Bhd.
※１

子会社

島野足立(株)

子会社

Shimano American
Corporation ※１

Shimano Canada Ltd. ※１

Shimano Europe Fishing
Holding B.V. ※１

Shimano (Europa) GmbH ※１

Shimano Benelux B.V. ※１

Shimano Benelux Fishing
Tackle B.V. ※１

Shimano France Composants
Cycles S.A.S. ※１

Shimano U.K. Ltd. ※１当       社

自転車部品 釣具 その他

子会社

シマノ臨海(株)※１

関連会社

(株)サンボウ

Naruo (Kunshan) Metal
Industry Co.,Ltd.

子会社

Shimano Italia S.p.A.※１

Shimano Czech Republic
s.r.o.※１※２

子会社

Shimano (Kunshan) Bicycle
Components Co.,Ltd.※１

Shimano (Tianjin) Bicycle
Components Co.,Ltd.※１※２

関連会社
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２．経営方針

２－１　経営の基本方針

　当社グループはチームシマノの基本理念の中に「人と自然のふれあいの中で、新しい価

値を創造し、健康とよろこびに貢献する」を会社の使命として掲げております。自転車部

品部門、釣具部門ともに、常に新しく、より優れた機能を持った製品をお届けすることに

たゆまぬ努力を続け、皆様の心身の健康に貢献して行きたいと考えております。

　経営の方針としては次の４項目に重点を置いて運営してまいります。

①お客様に信頼され、満足していただけるサービスと製品を提供する。

②企業価値を高め、開かれた経営を約束する。

③達成感と、よろこびを分かち合える、公正でいきいきとした職場づくりに努める。

④社会の一員として環境を大切にし、共に繁栄することを目指す。

２－２　利益配分に関する基本方針

　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と捉えており、安定的な配当の維持

・継続とともに、業績の進展に応じた成果の配分を行うことを基本方針としております。

  以上の方針に基づき、連結当期純利益が順調に推移しているため、期末配当につきまし

ては、９円５０銭（うち特別配当３円２５銭）の配当を継続実施する予定であります。

　なお、内部留保資金につきましては、財務体質の強化、および今後の事業展開に資する

所存であります。

２－３　目標とする経営指標

　当社グループは、企業価値向上のための経営指標としてＲＯＥを採用しております。

平成１６年１２月期のＲＯＥを約９％と見込んでおりますが、さらに、収益性の向上と

株主資本の効率的運用により、早期にＲＯＥ１０％以上を達成することを目指します。

２－４　中期的な経営戦略

　当社グループは、顧客満足を勝ち取り、収益力を高め、中長期的に企業価値向上をいか

にして実現していくかについて、次の三点を基本戦略としております。

（１）開発力の強化

　自転車部品、釣具ともに無限の可能性を持っております。より軽く、より静かで、より

美しい、新しい機能を持った製品を創りださなければなりません。将来のユーザー・ニー

ズを的確に捉え、新しい素材、製法、電子化を含めた多機能化など研究の余地は多く、基

礎研究、新製品開発には十分な資源を投入してまいります。

（２）海外戦略の強化

　当社グループの海外売上比率は自転車部品部門で９４％、釣具部門で５３％、売上高合

計で８２％に達しております。一方、海外生産比率は３８％とほぼ前年と同水準に留まっ

ており、量産品のコストダウン、中国を始めとしたアジア圏の購買力上昇への対応、ＥＵ

圏でのブロック化への対応などの課題に応えるため、さらに海外生産力を向上させると共

に販売力を強化してまいります。
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（３）デジタル社会の到来にむけての基本的な体制作り

　世界のルールは短期間に同一化する流れにあり、ＩＴ革命がこれを更に加速するとの認

識に立って社内の体制整備を行っております。ＢＰＲ推進室による社内データのデジタル

管理化、開発における３次元設計からはじまり製造、品質管理部門においてそれらを活用

するＳＤＩ（Shimano Digital Innovation)の推進、シックスシグマを目指した品質管理

等、世界の変化に対応するスピードをさらに上げてまいります。

２－５ コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

  当社は、株主、消費者、取引先、地域社会、従業員等の社内外のステークホルダーに対

する経営の透明性を高め、経営環境の変化にも迅速に対応し、長期安定的な企業価値の向

上を図るため、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

　取締役会は、重要な経営事項の審議・決定ならびに各取締役による業務執行の監督をし

ており、毎月開催されております。監査役４名のうち、３名は社外監査役であり、監査役

は取締役会に出席し、経営の透明性・客観性・適法性を監査すると共に必要に応じて意見

を述べております。

　顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時助言を受けており、会計監査人

である清稜監査法人からは、会計監査を通じて、業務運営上の改善につながる提案を受け

ております。
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３．経営成績及び財政状態

３―１ 当連結会計年度の概況

  当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費の回復が遅れたものの、企業が輸出を

中心に業績を伸ばし、設備投資にも明るさが見え始めるなど、景気回復の期待が高まりま

した。海外におきましては、供給過剰によるデフレ圧力が継続するなか、欧州経済は内需

不振で低調に推移し、アジア経済は重症急性呼吸器症候群による影響を受けました。また、

米国経済は大統領選挙を睨んだ減税策により年後半に高い成長を記録しましたが、本格的

な力強い回復には至りませんでした。

  当社グループはこのような状況のもと、「こころ躍る製品」の提供を全社目標に掲げ、

魅力あふれる新製品の開発、世界の各市場に密着した販売・生産体制の強化を図るととも

に、品質改善、合理化、利益率向上に向けて積極的に対策を講じてまいりました結果、当

連結会計年度の売上高は143,645百万円（前期比6.6%増）となりました。また、経常利益

は20,920百万円（前期比11.6%増）、当期純利益は12,249百万円（前期比51.9%増）とな

りました。

部門別の状況

自転車部品部門

  近年順調に売上を伸ばしてきたロードレーサー用部品として、フルモデルチェンジした

最上級コンポーネント「ニュー・デュラエース」を、また、高機能製品が好調なＭＴＢ向

けには「デオーレＸＴ」を投入するなど、市場トレンドを的確につかんだ新製品が各カテ

ゴリーで順調に受注しました。生産面では、海外工場の能力増強をはじめ、効率的な生産

・供給体制を整え、完成車在庫の調整が進んだ欧米市場からの旺盛な需要に備えるなど、

製販一体となって売上の増加に努めました。国内市場は輸入完成車の続伸と完成車生産の

中国シフトにより厳しい状況ではありましたが、欧米向の輸出は高機能製品を中心に好調

に推移しました。

　この結果、当部門の売上高合計は106,221百万円（前期比12.4％増）となりました。

釣具部門

  高防錆機能ボールベアリング「Ａ－ＲＢ」を採用したリールを拡充し、新次元の撥水処

理「ハイパーリペル」を採用して竿内部の撥水耐久性を高めた中通し竿や電子制御で効率

的キャスティングを可能にした「カルカッタ・コンクエストＤＣ」など先進技術を駆使し

た新製品を投入しました。また、生産面では市場動向を注視し、上海近郊の昆山工場内に

釣竿工場を増設させるなど生産体制の構築を推し進めました。国内市場では、ブランドマ

ネジメントの強化を進め、積極的な販売戦略を展開しましたが、消費不況の影響を強く受

け、海外市場では、当連結会計年度前半に好調だったリールの受注が、後半に一服し、売

上は伸び悩みました。

　この結果、当部門の売上高合計は34,789百万円（前期比6.6％減）となりました。

その他部門

  冷間鍛造品部門では、生産面で原価低減に努めましたが、自動車関連企業からの受注が

後半に伸び悩みました。アクションスポーツ部門では、スノーボード市場縮小の影響を受

けました。また、ゴルフ部門では、飛距離、方向性を追求したドライバー「アルテグラＳ

４０５」を発売するなど拡販努力を続けました。

　これらの結果、その他部門の売上高合計は2,634百万円（前期比10.6％減）となりました。
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３－２ 財政状態

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度において営業活動から得たキャッシュ･フローは25,288百万円の収入と

なりました。これは主として税金等調整前当期純利益20,336百万円、減価償却費7,526百

万円等によるものです。

  投資活動によるキャッシュ･フローは有形及び無形固定資産等設備投資のため6,294百万

円を使用し、また投資有価証券の売却収入を上回る有価証券の取得、定期預金の預入純増

等で、11,061百万円の支出となりました。

  財務活動に使用したキャッシュ･フローは主に自己株式の取得20,534百万円、配当金の

支払等のため、22,904百万円の支出となりました。

  これらの結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は64,170百万円と

なりました。

３―３ 平成１６年１２月期の見通し

  今後の見通しにつきましては、世界的なデフレを基調として、不安定な国際情勢、円高

による輸出環境の悪化、消費低迷など、内外ともに厳しい情勢が続くことが予想されます。

　当社としましては、このような状況の中、新興市場の動向に注視しながら、価格競争力

の強化、精緻な技術と需要予測に基づいた製品開発、市場重視の世界的生産体制の構築を

推し進めるとともに、シックスシグマやＳＤＩ（ＩＴツールを活用した設計・デザインの

革新）を駆使して、開発期間の短縮、新製品生産能力の改善、品質の安定・向上、原価低

減など一層の合理化に邁進してまいります。

  今秋には、中国第二の生産拠点として天津工場が稼動を開始し、巨大な消費市場として

も発展が見込まれる中国での活動を強化してまいります。

　以上により、平成１６年１２月期の売上高は150,000百万円（前期比4.4％増）、経常利

益は22,000百万円（前期比5.2％増）、また当期純利益は14,600百万円（前期比19.2％増）

を予想しております。

　平成１６年１２月期の部門別売上予想は、以下の通りであります。

   (単位 百万円 未満切り捨て)

金　　　額 % 金　　　額 % 金　　　額 %

自

転

車

部

品 小　　計 56,500 73.4 54,500 74.7 111,000 74.0

77,000 100.0 73,000 100.0 150,000 100.0

そ の 他

合　　計

項　　目
上半期

輸　　出 53,000 68.8

19,000 24.7釣　　具

下半期 通    期

国　　内 3,500 4.6 2,900 4.0 6,400 4.3

51,600 70.7 104,600 69.7

24.0

1,500 1.9 1,500 2.0 3,000 2.0

17,000 23.3 36,000
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連 結 貸 借 対 照 表 (単位 百万円 未満切り捨て)

金      額 構成比 金      額 構成比
% %

( 資   産   の   部 ）

Ⅰ 流  動  資  産

1 64,223 78,726 △ 14,503

2 23,255 23,536 △ 281

3 9,508 － 9,508

4 3,720 － 3,720

5 26,551 25,853 698

6 1,370 1,099 270

7 1,875 2,276 △ 401

8 △ 261 △ 256 △ 4

130,243 67.1 131,236 64.8 △ 992

Ⅱ 固  定  資  産

1

1) 建 物 及 び 構 築 物 17,462 17,281 181

2) 機械装置及び運搬具 8,118 9,289 △ 1,171

3) 土 地 11,267 11,533 △ 266

4) 建 設 仮 勘 定 484 307 176

5) そ の 他 3,524 3,758 △ 233

40,858 21.0 42,170 20.8 △ 1,312

2

1) ソ フ ト ウ エ ア 3,380 3,578 △ 197

2) ソフトウエア仮勘定 － 154 △ 154

3) 連 結 調 整 勘 定 102 142 △ 40

4) そ の 他 497 535 △ 37

3,980 2.1 4,411 2.2 △ 430

3

1) 投 資 有 価 証 券 15,789 19,051 △ 3,262

2) 長 期 貸 付 金 59 1,381 △ 1,321

3) 繰 延 税 金 資 産 1,452 2,321 △ 869

4) そ の 他 1,762 1,848 △ 86

5) 貸 倒 引 当 金 － △ 8 8

19,063 9.8 24,594 12.2 △ 5,530

63,902 32.9 71,176 35.2 △ 7,274

194,145 100.0 202,412 100.0 △ 8,266

 科 目　　　　
期 別

当 連 結 会 計 年 度

(平成15年12月31日現在)
増 減 額

固 定 資 産 合 計

前 連 結 会 計 年 度

(平成14年12月31日現在)

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

有 価 証 券

預 け 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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(単位 百万円 未満切り捨て)

金      額 構成比 金      額 構成比

( 負   債   の   部 ） % %

Ⅰ 流  動  負  債

1 4,414 4,046 367

2 － 194 △ 194

3 5,979 1,156 4,823

4 528 53 474

5 8,001 7,040 961

18,923 9.7 12,491 6.2 6,432

Ⅱ 固  定  負  債

1 656 746 △ 90

2 192 560 △ 368

3 3,761 3,566 194

4 748 684 64

5,358 2.8 5,558 2.7 △ 199

24,282 12.5 18,049 8.9 6,232

( 少 数 株 主 持 分 ） 320 0.2 315 0.2 4

( 資   本   の   部 ）

Ⅰ 35,613 18.3 35,613 17.6 －

Ⅱ 31,822 16.4 31,822 15.7 －

Ⅲ 108,538 55.9 122,771 60.7 △ 14,232

Ⅳ 1,334 0.7 △ 381 △ 0.2 1,715

Ⅴ △ 6,954 △ 3.6 △ 1,540 △ 0.8 △ 5,413

Ⅵ △ 811 △ 0.4 △ 4,238 △ 2.1 3,426

169,542 87.3 184,046 90.9 △ 14,504

194,145 100.0 202,412 100.0 △ 8,266

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

流 動 負 債 合 計

増 減 額 科 目　　　　
期 別

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

(平成14年12月31日現在)(平成15年12月31日現在)

資 本 合 計

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

前 連 結 会 計 年 度当 連 結 会 計 年 度
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連 結 損 益 計 算 書 (単位 百万円 未満切り捨て)

百分比 百分比
% %

Ⅰ 売    上    高 143,645 100.0 134,710 100.0 8,935

Ⅱ 売  上  原  価 95,298 66.3 88,849 66.0 6,449

48,347 33.7 45,860 34.0 2,486

Ⅲ 販売費及び一般管理費 29,048 20.3 27,606 20.5 1,442

19,298 13.4 18,254 13.5 1,043

Ⅳ 営 業 外 収 益

1 940 1,224 △ 283

2 1,885 2,825 2.0 653 1,877 1.4 1,231 947

Ⅴ 営 業 外 費 用

1 495 574 △ 78

2 708 1,203 0.8 816 1,391 1.0 △ 108 △ 187

20,920 14.6 18,741 13.9 2,179

Ⅵ 特  別  利  益

1 － 241 △ 241

2 － 1,477 △ 1,477

3 427 427 0.3 651 2,370 1.8 △ 223 △ 1,942

Ⅶ 特  別  損  失

1 937 － 937

2 74 1,012 0.7 8,967 8,967 6.7 △ 8,893 △ 7,955

20,336 14.2 12,144 9.0 8,191

8,682 2,832 5,849

△ 630 8,051 5.6 1,228 4,061 3.0 △ 1,859 3,989

35 0.1 18 0.0 17

12,249 8.5 8,064 6.0 4,184当 期 純 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

法人税、住民税及び事業税

支 払 利 息

税金等調整前当期純利益

そ の 他

投 資 有価証 券評 価損

退職給付引当金戻入益

前 連 結 会 計 年 度

経 常 利 益

至 平成14年12月31日

金      額

自 平成14年 1月 1日

金      額

 科 目　　　　
期 別

厚生年金基金代行返上益

投 資 有価証 券売 却益

投 資有価証 券売 却損

増　 減　 額

当 連 結 会 計 年 度

そ の 他

至 平成15年12月31日

自 平成15年 1月 1日

営 業 利 益

売 上 総 利 益
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連 結 剰 余 金 計 算 書 (単位 百万円 未満切り捨て)

Ⅰ 31,822 32,046 △ 224

Ⅱ

－ － 224 224 △ 224 △ 224

Ⅲ 31,822 31,822 －

Ⅰ 122,771 116,809 5,961

Ⅱ

12,249 12,249 8,064 8,064 4,184 4,184

Ⅲ

2,159 2,017 142

85 75 10

11 10 1

23,961 － 23,961

264 26,481 － 2,102 264 24,379

Ⅳ 108,538 122,771 △ 14,232利 益 剰 余 金 期 末 残 高

５ 新規連結による減少額

１  当   期   純   利   益

１  配        当        金

２  取   締   役   賞   与

３  監   査   役   賞   与

４  自 己 株 式 買 入 消 却

増　 減　 額

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

前 連 結 会 計 年 度

自 平成14年 1月 1日

至 平成14年12月31日

金      額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

１  自 己 株 式 買 入 消 却

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

当 連 結 会 計 年 度

自 平成15年 1月 1日

至 平成15年12月31日

 科 目　　　　
期 別

金      額
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連結キャッシュ・フロー計算書 (単位 百万円 未満切り捨て)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 20,336 12,144 8,191
減 価 償 却 費 7,526 7,760 △ 233
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 51 47 3
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ 11 △ 29 17
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 163 △ 1,606 1,770
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 64 62 1
米 国 独 禁 法 訴 訟 関 連
損 失 引 当 金 増 減 額 － △ 1,858 1,858

投 資 有 価 証 券 評 価 損 及 び 売 却 損 益 584 8,316 △ 7,732
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 17 94 △ 76
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 940 △ 1,224 283
支 払 利 息 495 574 △ 78
固 定 資 産 除 売 却 損 益 214 393 △ 178
売 上 債 権 の 増 減 額 △ 1,285 △ 1,556 271
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ 718 △ 1,379 661
仕 入 債 務 の 増 減 額 796 944 △ 147
未 払 割 戻 金 の 増 減 額 58 △ 190 249
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 96 △ 85 △ 11
そ の 他 純 額 1,255 702 552

小            計 28,512 23,111 5,401
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 882 1,198 △ 315
利 息 の 支 払 額 △ 496 △ 567 71
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 3,610 △ 2,961 △ 649
営業活動によるキャッシュ・フロー 25,288 20,781 4,507

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 等 に よ る 支 出 △ 4,681 △ 3,236 △ 1,444
定 期 預 金 の 払 出 等 に よ る 収 入 2,889 7,104 △ 4,214
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 8,600 － △ 8,600
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5,385 △ 4,819 △ 566
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 215 △ 241 26
投 資 有 価 証 券 売 却 に よ る 収 入 5,537 4,593 943
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 909 △ 572 △ 336
貸 付 金 回 収 に よ る 収 入 7 4 3
貸 付 に よ る 支 出 0 △ 424 425
そ の 他 純 額 295 156 138
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,061 2,564 △ 13,625

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △ 195 △ 1,205 1,009
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 13 △ 19 6
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 20,534 △ 4,461 △ 16,072
配 当 金 の 支 払 額 △ 2,160 △ 2,017 △ 142
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 22,904 △ 7,704 △ 15,199

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2,947 565 △ 3,513
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 11,625 16,206 △ 27,831
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 75,489 59,283 16,206
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 305 － 305
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 64,170 75,489 △ 11,319

増　 減　 額 科 目　　　　　　
期 別

前 連 結 会 計 年 度当 連 結 会 計 年 度

金      額 金      額

自 平成14年 1月 1日

至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日

至 平成15年12月31日
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社は29社であります。連結子会社名は、 (1)連結子会社は19社であります。連結子会社名は、
添付資料2ページの「1.企業集団の状況」に記載 添付資料2ページの「1.企業集団の状況」に記載
しております。 しております。
当連結会計年度より、Shimano(Tianjin)Bicycle
Components Co., Ltd. 等2社については、
当連結会計年度において新たに設立したことにより、
また、Shimano Czech Republic s.r.o.、
Shimano (Shanghai) Bicycle Components 
Co., Ltd.、Shimano Taiwan Co., Ltd. 等8社に
ついては、重要性が増加したことから、連結の
範囲に含めております。

(2)非連結子会社は熊本釣具(株)等であります。非   同左
連結子会社の合計の総資産、売上高、当期純損益
及び利益剰余金の持分見合額等は、それぞれ連結
財務諸表に及ぼす影響が軽微なため、連結の範囲
から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項 2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した会社はありません。   同左
持分法を適用していない非連結子会社及びDunphy
Holding Pty. Ltd.、Woo Yun Co., Ltd.、(株)
サンボウ等の関連会社の合計の当期純損益及び利益
剰余金の持分見合額等は、それぞれ連結財務諸表に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないため持分法の適用から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

シマノ臨海株式会社の事業年度末日は11月20日であ シマノ臨海株式会社の事業年度末日は11月20日であ
りますが、連結決算日において仮決算を行って ります。このため連結決算日において仮決算を行っ
おります。 ております。
Shimano American Corporation、 Shimano American Corporation、
Shimano Canada Ltd.、 Shimano Canada Ltd.、
G. Loomis Products, Inc.、Gary Loomis, Inc. G. Loomis Products, Inc.、
G. Loomis Sporting Goods, Inc.、 Shimano Europe Holding B.V.、
Shimano Europe Holding B.V.、 Shimano Europe Fishing Holding B.V.、
Shimano Europe Fishing Holding B.V.、 Shimano (Europa) GmbH、Shimano Benelux B.V.、
Shimano (Europa) GmbH、Shimano Benelux B.V.、 Shimano Benelux Fishing Tackle B.V.、
Shimano Benelux Fishing Tackle B.V.、 Shimano France Composants Cycles S.A.S.、
Shimano France Composants Cycles S.A.S.、 Shimano U.K. Ltd.、Shimano Italia S.p.A.、
Shimano U.K. Ltd.、Shimano Italia S.p.A.、 Shimano Italy Fishing S.r.l.、Shimano Centre 
Shimano Italy Fishing S.r.l.、 Interbike N.V.、Shimano (Singapore) Pte. Ltd.、
Shimano Belgium N.V.、Shimano Eurasia OOO、 Shimano Components (Malaysia) Sdn. Bhd.、
Shimano Czech Republic s.r.o.、 Shimano (Mersing) Sdn. Bhd.、
Shimano (Singapore) Pte. Ltd.、 P.T. Shimano Batam、
Shimano Components (Malaysia) Sdn. Bhd.、 の事業年度末日は11月30日でありますが、連結財務
Shimano (Mersing) Sdn. Bhd.、 諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を
P.T. Shimano Batam、 使用しております。
Shimano (Malaysia) Sdn. Bhd.、MSC Pte. Ltd.
Shimano Taiwan Co., Ltd. なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
の事業年度末日は11月30日でありますが、連結財務 ては、連結上、必要な調整を行っております。
諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を
使用しております。
Shimano (Kunshan) Fishing Tackle Co., Ltd.、
Shimano(Shanghai)Bicycle Components Co., Ltd.、
Shimano(Tianjin)Bicycle Components Co., Ltd.、
の事業年度末日は12月31日でありますが、
Shimano (Singapore) Pte. Ltd.の連結グループに
属するため、11月30日で仮決算を行っております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては、連結上、必要な調整を行っております。

当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日
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当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日

4. 会計処理基準に関する事項 4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

    有価証券     有価証券
      その他有価証券       同左
      時価のあるもの
      主として、決算日の市場価格等に基づく時
      価法(評価差額は、全部資本直入法により処
      理し、売却原価は、移動平均法により算定)
　　　
      時価のないもの
      移動平均法による原価法

    たな卸資産     たな卸資産
      主として、製品、仕掛品、原材料については       同左
      総平均法による原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産     有形固定資産
      定率法、ただし在外連結子会社は主として定       同左
      額法
      なお、部品成形及び鋳造用金型については、
      見積使用可能期間の月数による定額法。
      また、平成10年4月1日以降に取得した建物
      (建物附属設備を除く)については、定額法

    無形固定資産     無形固定資産
      定額法、ただしソフトウェア(自社利用分)       同左
      については、社内における見込利用可能期間
      (5年)に基づく定額法

    長期前払費用     長期前払費用
      定額法       同左

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準

    貸倒引当金     貸倒引当金
      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般       同左
      債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
      債権等特定の債権については個別に回収可能
      性を検討し、回収不能見込額を計上しており
　　　ます。

    退職給付引当金     退職給付引当金
      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計       同左
      年度末における退職給付債務の見込額及び
      年金基金資産に基づき、当連結会計年度末に
      おいて発生していると認められる額を計上
      しております。また、過去勤務債務及び数理
      計算上の差異については発生年度に費用処理
      する方法を採用しております。

    役員退職慰労引当金     役員退職慰労引当金
      役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規       同左
      に基づく当連結会計年度末要支給額を計上し
      ております。

(4) 重要な外貨建資産または負債の換算基準 (4) 重要な外貨建資産または負債の換算基準
       
    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場     同左
    または予約レートにより円貨に換算し、換算差
    額は損益として処理しております。
    なお、在外連結子会社の資産・負債・収益及び
    費用は、在外連結子会社の決算日の直物為替相
    場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持
    分及び資本の部における為替換算調整勘定に含
    めております。
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当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら     同左
    れるもの以外のファイナンス・リース取引につ
    いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
    会計処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法
    ヘッジ会計の方法     ヘッジ会計の方法
      為替予約が付されている外貨建金銭債権債務 　    同左
      等については、振当処理を行っております。

    ヘッジ手段とヘッジ対象     ヘッジ手段とヘッジ対象
      外貨建資産・負債に係る変動リスク 　    同左
      外貨建の仕入・売上に係る金銭債権債務など
      をヘッジ対象として、為替予約を行っており
      ます。

    ヘッジ方針     ヘッジ方針
      ヘッジ取引は、業務遂行上、輸出入の取引 　    同左
      を行うに当たって抱える可能性のある市場
      リスクを適切に管理し、当該リスクの低減
      を図ることを目的とする場合のみに限って
      おります。

    ヘッジ有効性評価の方法     ヘッジ有効性評価の方法
      ヘッジ会計を適用する場合は、「金融商品会 　    同左
      計に関する実務指針(中間報告)」(日本公認
      会計士協会  平成12年1月31日)によっており
      ます。

(7) 消費税等の会計処理 (7) 消費税等の会計処理

    税抜方式によっております。 　    同左

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面 　    同左
時価評価法を採用しております。

6. 連結調整勘定の償却に関する事項 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却 　    同左
を行っております。ただし、その効果が取得時の見
積に基づく期間より早く消滅すると見込まれる場合
には、相当の減額を行っております。

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい 　    同左
て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて
作成しております。

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金 　    同左
及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない取得日から3
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって
おります。
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会計方針の変更

1株当たり情報
　当連結会計年度から「1株当たり当期純利益に 　　　　　　　　　
関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成14
年9月25日　企業会計基準第2号)及び「1株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業
会計基準委員会　平成14年9月25日　企業会計基
準適用指針第4号）を適用しております。
　なお、当連結会計年度において従来と同様の方
法によった場合の１株当たり当期純利益は97円
92銭であります。

追加情報

連結貸借対照表
　　　　　　　　　 　当連結会計年度より「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1）を
適用しております。これによる当連結会計年度の
損益に与える影響はありません。また「連結財務
諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の
一部を改正する内閣府令（平成l4年3 月26 日内閣
府令第11号）」附則第2 項ただし書きに基づき、
資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金
およびその他の科目をもって掲記しております。
なお、資本準備金は資本剰余金に含めて表示して
おります。

連結剰余金計算書
　　　　　　　　　 　当連結会計年度より「連結則務諸表の用語、様式

及ぴ作成方法に関する規則の一部を改正する内閣
府令（平成14年3 月26 日内閣府令第11号）」
附則第2 項ただし書きに基づき、資本剰余金の部
及び利益剰余金の部に区分掲記しております。
また、当連結会計年度から［連結剰余金期首残高」
は「利益剰余金期首残高」 と、「連結剰余金減
少高」 は「利益剰余金減少高」と、「連結剰余金
期末残高」は「利益剰余金期末残高」として表示
しております。
　前連結会計年度において独立項目として記載して
いた「当期純利益」は当連結会計年度から「利益
剰余金増加高」の内訳として表示しております。 

退職給付引当金 退職給付引当金
　当連結会計年度の退職給付債務の算定に当たり期 　当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚
首においてそれぞれ3.0％としておりました割引率 生年金基金の代行部分について、平成14年8月20日
及び期待運用収益率を、期末において見直した結果、 に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を
それぞれ2.5％を採用いたしました。 受けました。当社は「退職給付会計に関する
　これにより、退職給付引当金は、1,217百万円増 実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会
加しました。 会計制度委員会報告第13号）第47-2項に定める
　併せて、シマノ厚生年金基金の代行返上に伴い、 経過措置を適用し、当該認可日において代行部分に
市場金利連動型の確定給付年金であるシマノ企業 係る退職給付債務（3,396百万円）と年金資産の
年金基金（仮称）への移行について、平成16年1月 返還相当額（1,919百万円）を消滅したものと
29日に厚生労働大臣宛認可申請を行い、認可の日 みなして会計処理し、差額（1,477 百万円）を、
より新制度に移行する予定であります。これに伴 「厚生年金基金代行返上益」として特別利益に
い、当連結会計年度より、新制度において見込ま 計上しております。なお、当連結会計年度末に
れる退職給付債務を計上しております。 おける返還相当額は、1,918百万円であります。
　これにより、退職給付引当金は、1,178百万円減
少しました。

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日
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注記事項

  (連結貸借対照表関係）

1. 担保提供資産及び担保付債務 1. 担保提供資産及び担保付債務

　　　　　　　　　 担保に供している資産は次のとおりであります。
  建物及び構築物 411 百万円
担保付債務は次のとおりであります。
  長期借入金 734 百万円

2. 非連結子会社及び関連会社の株式等は次のとおり 2. 非連結子会社及び関連会社の株式等は次のとおり
であります。 であります。

  投資有価証券 445 百万円   投資有価証券 699 百万円
  (非連結子会社及び関連会社株式) (445)   (非連結子会社及び関連会社株式) (699)

3. 当連結会計年度末が、金融機関の休日であるため、 3. 当連結会計年度末が、金融機関の休日であるため、
連結会計年度末日が満期日である手形の会計処理 連結会計年度末日が満期日である手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済処理をしております。 は、手形交換日をもって決済処理をしております。
なお、次の連結会計年度末日満期手形が期末残高 なお、次の連結会計年度末日満期手形が期末残高
に含まれております。 に含まれております。

  受取手形 89 百万円   受取手形 72 百万円

  （連結損益計算書関係）

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 は次のとおりであります。

 1 給料及び手当 5,865 百万円  1 給料及び手当 5,422 百万円
 2 広告宣伝費 5,108  2 広告宣伝費 4,963

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
5,431 百万円 5,265 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係(平成15年12月 掲記されている科目の金額との関係(平成14年12月
31日現在) 31日現在)
現金及び預金 64,223 百万円 現金及び預金 78,726 百万円
預入期間が3ヶ月を超える 預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 △ 4,681 定期預金 △ 3,236
　小計 59,541 現金及び現金同等物 75,489 百万円

有価証券 9,508
償還期日が3ヶ月を超える債券 △ 8,600
　小計 907

預け金　小計 3,720
現金及び現金同等物 64,170 百万円

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成15年12月31日現在） （平成14年12月31日現在）

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日
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セグメント情報

(1)事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度 （自 平成15年 1月 1日   至 平成15年12月31日) (単位 百万円 未満切り捨て)

自転車部品 釣　具 その他 計 消去または全社 連結

Ⅰ.売上高及び営業損益

売 上 高

106,221 34,789 2,634 143,645 － 143,645

－ － － －  (     －) －

計 106,221 34,789 2,634 143,645 － 143,645

営 業 費 用 87,641 33,756 2,949 124,347  (     －) 124,347

営業利益又は営業損失(△) 18,580 1,032    △ 314 19,298  (     －) 19,298

資 産 99,715 21,171 3,253 124,141 70,004 194,145

減 価 償 却 費 5,822 1,432 271 7,526 － 7,526

資 本 的 支 出 4,516 1,742 35 6,294 － 6,294

前連結会計年度 （自 平成14年 1月 1日   至 平成14年12月31日) (単位 百万円 未満切り捨て)

自転車部品 釣　具 その他 計 消去または全社 連結

Ⅰ.売上高及び営業損益

売 上 高

94,534 37,229 2,946 134,710 － 134,710

－ － － －  (     －) －

計 94,534 37,229 2,946 134,710  (     －) 134,710

営 業 費 用 78,499 34,586 3,369 116,455  (     －) 116,455

営業利益又は営業損失(△) 16,035 2,642    △ 422 18,254  (     －) 18,254

資 産 92,950 22,157 3,233 118,341 84,070 202,412

減 価 償 却 費 5,719 1,677 362 7,760 － 7,760

資 本 的 支 出 4,174 1,008 208 5,391 － 5,391

(注)１．事業区分の方法は、製品の用途による区分によっております。

    ２．各事業の主な製品

自転車部品 フリーホイール、フロントギヤ、変速機、ブレーキ他

釣　　　具 リール、ロッド他

そ　の　他 冷間鍛造品、スノ－ボーﾄﾞ関連用品他

　　３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前期84,070百万円、

       当期70,004百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資産(現金預金)、

       長期投資資産(投資有価証券)であります。 

2)セグメント間の内部売上高

Ⅱ.資産､減価償却費及び資本的支出

1)外部顧客に対する売上高

2)セグメント間の内部売上高

Ⅱ.資産､減価償却費及び資本的支出

1)外部顧客に対する売上高

17



(2)所在地別セグメント情報

当連結会計年度 （自 平成15年 1月 1日   至 平成15年12月31日) (単位 百万円 未満切り捨て)

日本 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ アジア 計
消去又は
全社 連結

Ⅰ.売上高及び営業損益

売 上 高

106,853 13,878 14,271 8,642 143,645 － 143,645

16,518 430 1,629 29,315 47,893 (47,893) －

計 123,372 14,308 15,900 37,957 191,539 (47,893) 143,645

営 業 費 用 111,491 13,635 15,415 31,697 172,240 (47,893) 124,347

営 業 利 益 11,880 673 484 6,259 19,298 － 19,298

Ⅱ.資              産 95,818 5,518 9,411 20,948 131,696 62,448 194,145

前連結会計年度 （自 平成14年 1月 1日   至 平成14年12月31日) (単位 百万円 未満切り捨て)

日本 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ アジア 計
消去又は
全社 連結

Ⅰ.売上高及び営業損益

売 上 高

102,041 14,756 13,068 4,844 134,710 － 134,710

13,038 555 1,272 31,483 46,348 (46,348) －

計 115,079 15,311 14,340 36,328 181,059 (46,348) 134,710

営 業 費 用 104,386 14,593 13,796 30,027 162,804 (46,348) 116,455

営 業 利 益 10,693 717 543 6,300 18,254 － 18,254

Ⅱ.資              産 90,489 6,270 6,842 22,492 126,095 76,316 202,412

(注)１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

    ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

　    　(1)北　米--------アメリカ合衆国、カナダ

　    　(2)ヨーロッパ----オランダ、ドイツ、イギリス、イタリア、ベルギー、フランス

　　    (3)アジア--------シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア

　　３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前期84,070百万円、

       当期70,004百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資産(現金預金)、

       長期投資資産(投資有価証券)であります。 

2)セグメント間の内部売上高

1)外部顧客に対する売上高

2)セグメント間の内部売上高

1)外部顧客に対する売上高
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(3)海 外 売 上 高

当連結会計年度 （自 平成15年 1月 1日   至 平成15年12月31日) (単位 百万円 未満切り捨て)

アメリカ ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ.海 外 売 上 高 23,334 54,515 39,012 1,564 118,427

Ⅱ.連 結 売 上 高 143,645

Ⅲ.連結売上高に占める海外売上高の割合 16.2% 37.9% 27.2% 1.1% 82.4%

前連結会計年度 （自 平成14年 1月 1日   至 平成14年12月31日) (単位 百万円 未満切り捨て)

アメリカ ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ.海 外 売 上 高 27,716 45,909 32,592 1,143 107,362

Ⅱ.連 結 売 上 高 134,710

Ⅲ.連結売上高に占める海外売上高の割合 20.6% 34.1% 24.2% 0.8% 79.7%

(注)１．国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

    ２．各区分に属する主な国又は地域

　   　(1)アメリカ---------アメリカ合衆国、カナダ、中南米

   　　(2)ヨーロッパ-------ドイツ、イタリア、イギリス、オランダ、フランス

　   　(3)アジア-----------台湾、中国

   　　(4)その他-----------オーストラリア

    ３．海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国、又は地域における売上高であります。
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リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係る注記 以外のファイナンス・リース取引に係る注記

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 額及び期末残高相当額

その他(工具器具備品) その他(工具器具備品)
  取得価額相当額 74 百万円   取得価額相当額 74 百万円
  減価償却累計額相当額 74   減価償却累計額相当額 61
  期末残高相当額 －   期末残高相当額 12

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。 め、支払利子込み法により算定しております。

2. 未経過リース料期末残高相当額 2. 未経過リース料期末残高相当額

  1年以内 － 百万円   1年以内 12 百万円
  1年超 －   1年超 －
  合計 －   合計 12

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算定して る割合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 おります。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額 3. 支払リース料及び減価償却費相当額

  支払リース料 12 百万円   支払リース料 18 百万円
  減価償却費相当額 12   減価償却費相当額 18

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用
年数とし、残存価格を0とする定額法によっており 年数とし、残存価格を0とする定額法によっており
ます。 ます。

オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記

未経過リース料 未経過リース料

  1年以内 152 百万円   1年以内 122 百万円
  1年超 91   1年超 83
  合計 244   合計 206

当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日
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有価証券

当連結会計年度
１．その他有価証券で時価のあるもの (平成15年12月31日現在)

(単位 百万円 未満切り捨て)
差額

益 損
4,533 6,807 2,273 2,769 495
4,533 6,807 2,273 2,769 495

当連結会計年度に株式について、64百万円の減損処理を行っております。

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 (平成15年12月31日現在)
(単位 百万円 未満切り捨て)

907
   ユ ー ロ 円 建 固 定 利 付 債 8,600

6,535
2,000

当連結会計年度に株式について、9百万円の減損処理を行っております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
 (自 平成15年1月1日 至 平成15年12月31日)

(単位 百万円 未満切り捨て)
5,537
427
937

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 (平成15年12月31日現在)
(単位 百万円 未満切り捨て)
1年超 5年超
5年以内 10年以内

  社                  債 8,600 － － －

前連結会計年度
１．その他有価証券で時価のあるもの (平成14年12月31日現在)

(単位 百万円 未満切り捨て)
差額

益 損
9,645 8,991 △ 654 1,202 1,857
9,645 8,991 △ 654 1,202 1,857

当連結会計年度に株式について、8,662百万円の減損処理を行っております。

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 (平成14年12月31日現在)
(単位 百万円 未満切り捨て)

6,361
3,000

当連結会計年度に株式について、305百万円の減損処理を行っております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
 (自 平成14年1月1日 至 平成14年12月31日)

(単位 百万円 未満切り捨て)
1,593
651
0売   却   損   の   合   計   額

株 式
合 計

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く）
劣            後            債

売             却             額
売   却   益   の   合   計   額

1年以内

種類 取得原価
連結貸借
対照表

10年超種類

合 計

その他有価証券
   Ｍ            Ｍ            Ｆ

売             却             額

   非上場株式（店頭売買株式を除く）
劣            後            債

売   却   益   の   合   計   額
売   却   損   の   合   計   額

種類 取得原価
連結貸借
対照表

株 式
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デリバティブ取引関係

１. 取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容 (1) 取引の内容
当社グループの利用しているデリバティブ取引は、     同左
外貨建債権債務についての為替予約取引のみであ
ります。

(2) 取引に対する取組方針 (2) 取引に対する取組方針
当社グループは基本的に債権債務の残高の範囲内で     同左
デリバティブ取引を利用することとしており、投機
的なデリバティブ取引は行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的 (3) 取引の利用目的
当社グループは輸出入取引に係る為替相場の変動に     同左
よるリスクを回避する目的で、為替予約取引を利用
しております。なお、デリバティブ取引を利用して
へッジ会計を行っています。
へッジ会計の方法
  為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等に
ついては、振当処理を行っております。
へッジ手段と対象
  外貨建資産・負債に係る為替変動リスク
  外貨建の仕入・売上に係る金銭債権債務などを
  へッジ対象として、為替予約を行っております。
へッジ方針
  へッジ取引は、業務遂行上、輸出入の取引を行
  うに当たって抱える可能性のある市場リスクを
  適切に管理し、当該リスクの低減を図ることを
  目的とする場合のみに限っております。
へッジ有効性評価の方法
  へッジ会計を適用する場合は、「金融商品会計
  に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会
  計士協会平成12 年1 月31 日）によっておりま
  す。

(4) 取引に係るリスクの内容 (4) 取引に係るリスクの内容
① 市場リスク     同左
  為替予約取引については、取引実行に伴いその
  後の市場変動による利得の機会を失うことを除
  き、特にリスクを負っておりません。
② 信用リスク
　当社グループの為替予約取引の契約先は信用度
　の高い国内銀行であるため、信用リスクはほと
　んどないと判断しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制 (5) 取引に係るリスク管理体制
  当社グループが行っているデリバティブ取引は、     同左
  輸出入取引に係る為替相場の変動によるリスク
　を回避する目的で、基本的に債権債務の残高の
　範囲内で行うものに限定されているため、その
　実行及び管理は経理部で行っております。

２. 取引の時価等に関する事項

当社グループの利用しているデリバティブ取引
は、すべてヘッジ会計を適用しているため、     同左
開示に該当する事項は、ありません。

（平成15年12月31日現在） （平成14年12月31日現在）

当連結会計年度 前連結会計年度

当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日
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退職給付関係

1. 採用している退職給付制度の概要 1. 採用している退職給付制度の概要
　当社は、昭和50年10月より適格退職年金制度を退 　当社は、昭和50年10月より適格退職年金制度を退
職一時金制度と併用しておりましたが、平成5年7月 職一時金制度と併用しておりましたが、平成5年7月
にシマノ厚生年金基金制度を設立、適格退職年金制 にシマノ厚生年金基金制度を設立、適格退職年金制
度より移行し、移行割合は中途退職者については 度より移行し、移行割合は中途退職者については
50％、定年退職者については70％でありました。 50％、定年退職者については70％であります。
　当社はシマノ厚生年金基金の代行返上に伴い、
市場金利連動型の確定給付年金であるシマノ企業
年金基金（仮称）への移行ついて平成16年1月29日
に厚生労働大臣宛認可申請を行い、認可の日より
新制度に移行する予定であります。これに伴い、
当連結会計年度より、新制度において見込まれる
退職給付債務を計上しております。

2. 退職給付債務に関する事項 2. 退職給付債務に関する事項

退職給付債務の額 △ 12,536 百万円 退職給付債務の額 △ 11,816 百万円
年金資産の額 8,831 年金資産の額 8,319
未積立退職給付債務の額 △ 3,704 未積立退職給付債務の額 △ 3,496
未認識前払費用 △ 56 未認識前払費用 △ 69
退職給付引当金の額 △ 3,761 退職給付引当金の額 △ 3,566

3. 退職給付費用に関する事項 3. 退職給付費用に関する事項

勤務費用の額 670 百万円 勤務費用の額 694 百万円
利息費用の額 284 利息費用の額 398
期待運用収益 △ 207 期待運用収益 △ 276
数理計算上の費用の額 1,430 数理計算上の費用の額 213
退職給付費用 2,177 退職給付費用 1,029
退職給付制度変更による損益 △ 1,178 厚生年金基金代行返上に伴う損益 △ 1,477
    合  計 999 厚生年金保険法改正に伴う損益 △ 241

    合  計 △ 690

4. 　　　　　　　　　 4. 厚生年金基金代行返上に伴う損益

代行部分に係る退職給付債務 △ 3,396 百万円
年金資産の返還相当額 1,919
    差  引 △ 1,477

5. 割引率 2.5 ％ 5. 割引率 3 ％
期待運用収益率 2.5 ％ 期待運用収益率 3 ％
  期首においてそれぞれ3.0％としておりました割
引率及び期待運用収益率を、期末において見直した
結果、それぞれ2.5％を採用いたしました。

退職給付見込額の期間配分方法 退職給付見込額の期間配分方法
  勤務期間を基準とする方法   勤務期間を基準とする方法

過去勤務債務の額の処理年数については、発生年度 過去勤務債務の額の処理年数については、発生年度
に費用処理する方法を採用しております。 に費用処理する方法を採用しております。

数理計算上の差異については、発生年度に費用処理 数理計算上の差異については、発生年度に費用処理
する方法を採用しております。 する方法を採用しております。

当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成15年12月31日 至 平成14年12月31日

自 平成15年 1月 1日 自 平成14年 1月 1日
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